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1. 横浜市の財政状況

■ 平成21年度 普通会計歳入・歳出決算

■ 横浜市の予算規模

■ 一般会計歳入の内訳

■ 横浜市の強固な財源基盤①

■ 横浜市の強固な財源基盤②

■ 一般会計歳出の内訳

2. 横浜版成長戦略と

土台としての行財政運営の取組

■ 横浜市中期４か年計画（2010～2013）の全体像

■ 羽田空港国際化を活かした戦略

■ 横浜港のハブポート化に向けた戦略

■ コンベンション都市・観光都市としての実績

■ 環境問題・環境ビジネスへの積極的な取組

■ トップセールスによる企業誘致の推進

■ 今後の財政見通し

■ 横浜方式のプライマリーバランス

■ プライマリーバランスの推移

■ 一般会計市債発行額の推移

■ 外郭団体を含め市全体の借入金を縮減

■ 市（一般会計）が対応する借入金の縮減

■ 職員定数削減に努力

3. 平成22年度 横浜市債について

～全ては『中長期的な安定調達』のために～

■ 横浜市 市場公募債における「市場との対話」の歩み

■ 横浜市が考える起債運営とは

■ 平成22年度 市場公募債発行計画
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■市税収入 7,140億円

・税収入全体の87.9％
～景気動向による影響が

比較的少ない税目～

◇個人市民税‥・税収全体の 42.9％
◇固定資産税‥・税収全体の 37.2％
◇都市計画税‥・税収全体の 7.8％

○自主財源比率 70.9％

■義務的経費 6,460億円

◇公債費・・・1,857億円

◇人件費・・・2,008億円

◇扶助費・・・2,594億円

■投資的経費 1,943億円

○経常収支比率 95.8％

○実質公債費比率 19.1％（⑳20.2％）

○将来負担比率 255.2％（⑳261.1％）

歳出総額 1兆5,168億円

4.2% 7.7%

13.2%

17.1%

0.9%

44.7%

12.2%
公債費

人件費

扶助費

市単独事業費

国直轄事業等

国庫補助事業費

投資的経費投資的経費

14.714.7％％

その他
義務的経費義務的経費

42.642.6％％

実質収支：３８億円の黒字歳入総額 1兆5,356億円

市債
個人市民税

固定資産税

法人市民税

その他

都市計画税

市税

その他

国・県

支出金

使用料・手数料

臨時財政対策債

地方交付税

県税交付金等
自主財源自主財源

70.970.9％％地方譲与税 0.6％

4.1％

平成２１年度 普通会計歳入・歳出決算
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13,398 13,161 13,014 12,947 12,843 13,002 13,310 13,599 13,714 13,604

12,485 13,413 14,118 14,847 15,260 14,514 14,029 13,171 12,873 11,639

6,597
6,651 6,828 6,734 6,653 6,302 6,643 6,425 6,005

5,755

32,480
33,225 33,960 34,528 34,756

33,819 33,982
33,195 32,591

30,998

0

10,000

20,000

30,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

一般会計 特別会計 企業会計 全会計総計

・一般会計予算は、５年ぶりのマイナス予算
・特別会計・企業会計を合わせた全会計ベースでは、３年連続のマイナス予算

横浜市の予算規模

（億円）

■全会計予算規模の推移（H13~H22）

※ 各年度当初予算ベースの数値です。
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一般会計歳入の内訳

・市税収入のうち、個人市民税は対前年度１０．８％減

・法人市民税は対前年度１５．２％減

・一方で、固定資産税は堅調（対前年度１．２％増）

■主な税目別内訳の推移（H13~H22）

（億円）

2,444 2,504 2,452 2,357 2,365 2,673
3,056 3,026 3,142 2,804

516 409 409 468 563
607

719 744 529
449

2,864 2,822 2,707 2,701 2,690
2,570

2,595 2,642 2,645
2,676

619 606 573 566 563
537

543 553 555
559

390 386 388 385 382
389

396 388 383
383

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税 その他

6,834 6,727 6,529 6,477 6,563 6,776

7,310 7,354 7,255
6,870

※ 各年度当初予算ベースの数値です。

２２年度

歳入予算の特徴

東京都 ▲12.7％

神奈川県 ▲14.1％ 横浜市 ▲5.3％
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13,604

4,290
3,504

10,348

2,667

6,117

2,660 2,414

3,276

4,421

16,905

7,386 7,661

5,916

8,229

3,537

7,687

5,329

6,870

2,136
1,660

4,769

1,219

2,727

1,185 1,049 1,292
1,684

6,091

2,631 2,644
1,959

2,717

1,136

2,460

1,585

50.5% 49.8%
47.4%

46.1% 45.7%
44.6% 44.5%

43.5%

39.4%
38.1%

36.0% 35.6%
34.5%

33.1% 33.0% 32.1% 32.0%
29.7%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

横浜 さいたま 千葉 名古屋 静岡 川崎 浜松 岡山 堺 仙台 大阪 福岡 神戸 広島 札幌 新潟 京都 北九州

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

歳入全体 市税収入 市税収入の占める割合

横浜市の強固な財源基盤①

・自主財源である市税収入が、歳入全体に占める割合は50.5％で、指定都市の中で１位

■歳入全体に占める市税収入の割合 （H22・指定都市比較）

※H22当初予算で比較しています。

（億円）

市税の割合は50.5％

（全指定都市で第１位）
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37.5

32.7

31.1
30.3 30.2

28.2

26.0
25.2

23.7
23.1

22.0
21.2 21.2 20.7 20.5

19.9 19.7
18.4

17.6

横浜 京都 北九州 堺 川崎 札幌 福岡 名古屋 神戸 広島 岡山 静岡 さいたま 大阪 相模原 仙台 新潟 浜松 千葉

93.0

93.5

94.1

94.6

95.3

97.0
96.7

96.2

96.9
97.1 97.2

91

92

93

94

95

96

97

98

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

※H21 に分布している●は、全指定都市の市税収納率の分布です。

（％）

横浜市の強固な財源基盤②

・収納強化の取組により、市税収納率全体は97.1％（前年度+0.1％）、指定都市の中で第２位（H21決算）

・特に、徴収が難しい滞納繰越分については、指定都市の中で第１位の収納率（H21決算）

■市税収納率推移（H12~H22）、指定都市の分布（H21） ■滞納繰越分 収納率指定都市比較（Ｈ21）

37.5％（全指定都市で第1位）

97.1％（全指定都市で第2位）
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一般会計歳出の内訳

・施設等整備費は、国の公共事業削減の影響で前年度比１７．８％の減

・扶助費はこども手当支給の影響や生活保護費の増加などで前年度比２７．５％の増

・公債費は前年度比０．５％の減

・人件費は、前年度比３．５％の減

■一般会計歳出内訳の推移（H21~H22）

1,696 1,711 1,730 1,802 1,862 1,825 1,878 1,904 1,881 1,873

2,183 2,252 2,188 2,102 2,091 2,059 2,134 2,137 2,103 2,029

1,717 1,852 1,999 2,178 2,335 2,547 2,621 2,672 2,726 3,475

2,223 2,233 2,226 2,370 2,223 2,321 2,532 2,775 3,044
2,7212,105 2,079 2,164 1,972 1,921 1,912

1,857 1,898 1,929 1,8362,206 1,750 1,579 1,434 1,401 1,358
1,391

1,377 1,224 1,0831,268 1,286 1,129 1,087 1,009 981
897 837 807 587

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

公債費 人件費 扶助費 行政運営費 繰出金 市単独事業費 国庫補助事業費

※ 各年度当初予算ベースの数値です。

（億円）

13,60413,398 13,161 13,014 12,947 12,842 13,003 13,310 13,599 13,714

施
設
等
整
備
費

義
務
的
経
費

2,726

3,475

1 ,156 1 ,251

H21 H22

扶助費全体は
749億円（27.5％）増加。

ただし、一般財源充当額は
95億円（8.2％）の増加に

とどまっている。

２２年度

歳出予算の特徴
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1．横浜市の財政状況

2．横浜版成長戦略 と 土台としての行財政運営の取組

3．平成22年度 横浜市債について

～全ては『中長期的な安定調達』のために～
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横浜市中期4か年計画（2010～2013）素案の全体像

■横浜市中期４か年計画（素案）の詳細はこちら
http://www.city.yokohama.jp/me/keiei/seisaku/newplan/soan.html#iken
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羽田空港国際化を活かした戦略

■経済波及効果

年間191億円

雇用誘発者数 1,700人

訪日外国人34万人増加

（出所：大和総研）

首都圏に発着する国際便のうち

約１／４が羽田発に
横浜駅⇒羽田空港

２４分

箱根
● 鎌倉●

八王子
●

木更津
横浜●

新宿
● 千葉

●

成田

羽田

●20km

40km
60km

広がるビジネスチャンス広がるビジネスチャンス

東京と比べても優れたアクセス東京と比べても優れたアクセス
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横浜港のハブポート化に向けた戦略

■国の「国際コンテナ戦略港湾」に指定

■さらに競争力のある港湾となるための投資
我が国初の水深２０ｍ
の岸壁を持つＭＣ－３コ
ンテナターミナルを平成
２４年度までに整備

直接高速道路にアクセ
スできる接続道路などを
整備

◎

◎

東京港・川崎港と「京浜3港」と連携しながら、ハブポートを実現

目標貨物量【京浜港】
約760万TEU（H20）

約1050TEU（H27）

横浜経済の活性化横浜経済の活性化
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コンベンション都市・観光都市としての実績

（単位：人）◎コンベンション参加人数（平成20年）

（出所：日本政府観光局）

◎横浜市内の観光入込客数推移

（出所：経済観光局）0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

Ｈ21年度実績は、
5,000万人突破

（万人）

横浜市 東京23区 福岡市 名古屋市 京都市

230,474 158,863 106,029 82,690 65,200

約1.5倍

■横浜市のコンベンション参加人数は約２３万人。東京23区の約1.5倍。
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環境問題・環境ビジネスへの積極的な取組

■横浜市と民間５社が行った提案「横浜スマートシティプロジェクト」が、国の実証地
域で４つの地域のひとつとして選ばれました。

国の「グリーン･イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」

市場規模５０兆円 １４０万人の新規雇用 世界のCO2を13億トン

以上削減

2020年までの戦略目標として、上記の目標を設定

横浜市の取組 （ 横浜スマートシティプロジェクト[YSCP] ）

横浜市民
アクセンチュア、日産自動車、
東芝、パナソニック、明電舎、他+

国はこの戦略の「次世代エネルギー・社会システム実証地域に」横浜市を選定

横浜に英知を結集させ、横浜で次世代エネルギーシステムを構築し、国内外に展開する横浜に英知を結集させ、横浜で次世代エネルギーシステムを構築し、国内外に展開する

業務系と住居系がひとつの地域に集まる「みなとみらい地区」などで、IT技術を活用し、
電力の需給を自動制御するなどのエネルギーマネジメントシステムを構築
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トップセールスによる企業誘致の推進

■企業誘致による経済波及効果（事業所の建設等に伴う企業立地）

企業立地促進条例（平成16年制定）

◎認定企業55件による経済波及効果

＜生産誘発額＞

建設投資に係わるもの ・・・ ３,７００億円

事業活動に係わるもの ・・・ ７,９００億円／年

■充実した助成制度

◎本社・研究所

最大3億円助成（法人市民税に応じた助成）

◎自社ビル・研究所・工場の取得、建設

最大２０億円の助成＋固定資産税軽減

平成16～21年度に55件の

企業立地を促進

※平成22年8月末時点では60件）



16

＊市税については、個人市民税の一部扶養控除廃止を反映した試算

＊市債発行額は、一般財源収入の回復が見込まれる24年度から減額して試算

今後の財政見通し

平成21年度
平成22年度

当初予算
平成23年度 平成24年度 平成25年度

22～25年度

4か年累計

13,720 13,610 14,420 14,600 14,670 57,300
(9510) (9,250) (9,240) (9,230) (9,240) (36,960)

8,360 7,970 7,960 8,020 8,090 32,040

7,260 6,870 6,880 6,970 7,100 27,820

10 110 110 60 10 290

0 100 100 50 0 250

1,090 990 970 990 980 3,930

1,150 1,280 1,280 1,210 1,150 4,920

4,210 4,360 5,180 5,370 5,430 20,340

13,720 13,610 14,600 14,820 14,910 57,940

8,230 8,850 9,840 10,060 10,150 38,900

2,100 2,030 2,060 2,000 2,000 8,090

260 230 240 200 190 860

1,880 1,870 1,880 1,890 1,860 7,500

2,730 3,480 4,360 4,590 4,680 17,110

1,520 1,470 1,540 1,580 1,610 6,200

5,490 4,760 4,760 4,760 4,760 19,040

370 370 370 370 370 1,480

3,090 2,720 2,720 2,720 2,720 10,880

2,030 1,670 1,670 1,670 1,670 6,680

▲ 180 ▲ 220 ▲ 240 ▲ 640

0 0 20 40 50 110

▲ 200 ▲ 260 ▲ 290 ▲ 750

　差引　：　歳入－歳出　A

　取組事業の実施に伴う追加必要財源　B

　収支不足額　A-B

　繰出金（義務的）

　施設等整備費

　行政運営費

　任意的経費

　繰出金（任意的）

　公債費

　義務的経費

　歳出

　扶助費

　市債

　特定財源

　人件費

　うち退職手当

　市税

　地方交付税

うち普通交付税

　その他（県税交付金等）

　歳入

　　　（うち市債+一般財源）

　一般財源

※見通し上からは、25年度に予定している、横浜市土地開発公社の廃止に伴う経費及び第三セクター等改革推進債の発行額は除いています。

＜試算の前提＞

■市債発行額
H23 = H22と同額
H24以降 =
対前年度５％減
で試算

H25はH21程度に戻す

全庁的視点からの
総合調整を強化
（課題検討事業（59事業）
枠的公共事業（6事業））

＜23年度収支不足
解消に向けた取組＞
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横浜方式のプライマリーバランス

◎ 国のプライマリーバランス ◎ 横浜方式のプライマリーバランス

横浜方式では、元金償還額と

市債発行額の差（黒字分）だけ、

市債残高は着実に縮小

元金
償還額

利払額

市債
発行額

その他
の歳入

その他
の歳出

歳入 歳出

国債
発行額

利払額

元金
償還額

その他
の歳入

その他
の歳出

歳入 歳出

国のプライマリーバランスでは、

利払い分だけ残高が増加

■ プライマリーバランスは、国より厳しい基準としています。
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プライマリーバランスの推移

（億円）

平成18年度から５年連続黒字

■ プライマリーバランス黒字が財政運営の基本

プライマリーバランスの黒字は健全財政に向けて当然の前提条件

厳しかった２２年度予算でも

１２７億円の黒字

※各年度当初予算ベース

-267

-196

-414

-290

76

210

293

236

127

-40

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
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一般会計市債発行額の推移

●平成22年度は、本来地方交付税として措置されるべき財源の代わりである「臨時財政対策債」が、

前年度と比較し２００億円増

996

829
699 762 807

666 671 672 629
478

96

96

121
136 98

166
89

165
151

96

205
447

745 538
413

379

344
322

500

700

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

※H21までは決算、H22は当初予算での見込額です。

・・・臨時財政対策債 ・・・減収に対応するための市債
（臨財債を除く）

・・・通常の市債

1,564

1,297
1,372

1,436

1,318
1,211

1,104 1,159
1,274

（億円）

リーマンショック

1,279

臨時財政対策債など減収に対応するための市債を除く通常の市債発行額は着実に減少

●臨時財政対策債を除く市債は大幅に抑制
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外郭団体を含め市全体の借入金を縮減

◎ 過去１０年間の市全体の借入金残高の推移（H13～H22）

※各項目で四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

※21年度までは決算、22年度は当初予算での見込額です。

■横浜市の

全会計市債残高

４兆９,９０６億円

４兆５,６９８億円

■外郭団体を含めた

市全体の借入金残高

６兆２,２１３億円

５兆１,９１４億円

49,906 50,059 50,282 49,664 48,611 47,814 47,219 46,499 46,110 45,698

12,307 11,253 10,548 9,702
8,891 8,040 7,459 7,093 6,463 6,216

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

62,213 61,312 60,830
59,366

57,502
55,854

54,677
53,593

5兆円

3兆円

6兆円

4兆円

0

～
～

52,573 51,914

（▲１兆２９９億円）

（▲４,１４０億円）
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H18 H19 H20 H21 H22（見込）

一般会計の市債残高 23,918 23,825 23,738 23,859 24,120
市（一般会計）が対応する

特別会計・企業会計の市債残高 9,761 9,490 9,340 9,134 8,712
市（一般会計）が対応する
外郭団体の市債残高 3,176 2,735 2,764 2,547 2,382

計 36,855 36,049 35,842 35,540 35,213

市（一般会計）が対応する借入金の縮減

■一般会計の市債残高、特別会計・企業会計や外郭団体の借入金のうち

市（一般会計）が対応する残高の縮減を進める

※各項目で四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

市が対応する借入金残高目標
（H25）

3兆4,000億円以下

財政健全化の取組の一環として、第三セクター等改革推進債
（1,300億円予定）を活用し、横浜市土地開発公社を廃止。

将来的な市の負担を大幅に軽減し、財政健全化を図る。

一般会計における市債の発行抑制

H21予算 H22予算 H23 H24 H25

市債発行の

考え方 1,147 1,274 1,280 1,210 1,150
（2,450）
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職員定数の削減に努力

※1：職員定数は水道局・交通局・病院経営局

を含み、各年４月１日現在
※2：出所は総務省が地方自治体の運営状況を

比較分析する20年度「市町村財政比較分析表」

◎ 職員定数の見直し（H13～H22） （※１）

34,064 33,713 33,385
32,867

29,261
28,447

27,962
27,325

26,787 26,584

25,000

30,000

35,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

職員（人）
過去10年間で7,480人（22％）削減

指定都市最少！

人口1000人

あたり職員数（※2）

５．５２人

■ 人口１０００人あたりの職員数は全指定都市で最少です。
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1．横浜市の財政状況

2．横浜版成長戦略 と 土台としての行財政運営の取組

3．平成22年度 横浜市債について

～全ては『中長期的な安定調達』のために～
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H15 20年公募債を発行（自治体初）

H20 5年債を主幹事方式に変更

・・・全年限でスプレッド・プライシング

H16 個別条件決定方式移行（自主自立）

・・・市場との対話を重視した起債運営を開始

H18 依頼格付け取得（市場公募団体初）

・・・市場からの信頼、評価を獲得

H22 10年債を主幹事方式に変更

・・・全年限で均一価格リリースを採用

主幹事

10Y

幹事

超長期

主幹事

5Y

入札

主幹事

市場重視の起債運営を確立市場重視の起債運営を確立

横浜市 市場公募債における「市場との対話」の歩み
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横浜市が考える起債運営とは

起債運営の
考え方

横浜市が中長期的に自主・自立的な安定調達を実現し続けるために・・・

発行体、投資家双方にとっての｢｢フェア・バリュー」フェア・バリュー」を追及し続けることが必要！

地方債のコア投資家は、目まぐるしく変化す
る市況に応じて変化し続ける

地方債市場の
育成のために

プレマや入札方式で、投資家との精緻な議
論なしに条件決定され、一部手数料吐き出し
で値引き販売される現状は「不健全」

スプレッドプライシング及び均一価格リリース方式による主幹事方式スプレッドプライシング及び均一価格リリース方式による主幹事方式

H18.9月に全団体が個別条件決定に移行してから未だ４年。

地方債市場はまだまだ発展途上。
横浜市の取組が地方債市場の育成の一助となるよう、対話を深化させていく。

中央・地方を問わず、幅広く対話を継
続することが最重要

「発行体⇔投資家」双方の納得する価
格決定プロセスが最重要



26

起債方針

22年度の取組

『投資家に選ばれる横浜市債』を目指しています。

①「投資家層の拡大・多様化」

②「適切な条件決定による投資家の購入安心感づくり」、

③「市況環境・投資家動向に応じた機動性の高い起債運営」

発行計画

□ 10年債を含めた全年限の、全ての起債で
主幹事方式（均一価格リリース）を実施

□ 10年債で、定例債（固定シ団型）とスポット債（機動型）を二元的に実施

平成22年度 市場公募債発行計画

ＡＡＡＡ--
安定的安定的

ＳTANDARD＆POOR’S社

格付け格付け

単位：億円

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

100 100 300

200 200 200 200 800

200 200 400

100

150 100 250

100 100
残150

75 75 300 住民参加型

300

フレックス枠

ハマ債【住民参加型】

年度合計

100

平成22年度

5年債

10年債【定例債（固定シ団型）】

10年債【スポット債（機動型）】

75 75

100

　 30年債

　 20年債

150150

機関投資家向け

2,100
超長期債

50 100

※10月25日現在、条件決定済の起債については、実績を反映しています。

※平成22年10月25日現在
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本日はありがとうございました。

◎連絡先

横浜市総務局財政部財源課市債係

〒231-0023

神奈川県横浜市中区港町1-1

電話：045-671-2240

Fax：045-664-7185

Email：so-sisai@city.yokohama.jp

URL ： （横浜市トップページ） http://www.city.yokohama.jp/front/welcome.html

： （横浜市債トップページ） http://www.city.yokohama.jp/me/somu/sisai/ 
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